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付されるにとどまり，郡村地への地券交付は改租
事業後になったと見られる。こうした経緯に徴す
ると，現在，壬申地券の史料伝存状況は蓼々たる
ものとされているが，その理由は，一般に考えら
れているように’改租により改正地券と引き替え
に回収され廃棄されたためとばかりは言えなそう
である。
第２に，割地慣行に関するものである。
新川県から大蔵省へ出された同に明記され，ま
た地租改正事務局からの派遣官員の復命でも確認
されているように，割地慣行は，１日加賀・富山両
藩領である越中国全域の高請地全体に成立してい
た。割地慣行が，入会地などの村々の共有地や，
水損地などの疲痔地など，本田畑以外に例外的に
成立した土地生産力の低い後進地域に見られる，
中世の遺制である，などなどといったすでに批
判されている旧説は''7)，ここでは全く成立する余
地はない。
割地慣行は，莫大な金肥も投入されている土地
生産力の高い本田畑を含む高請地全体に成立して
いる，幕藩領主fliUが典型的に展開したとされる''8）
加賀藩とその支藩の領知である，越中国の基幹的
な土地（所持一用益）慣行である。幕藩領主支配
の発展の１つの到達点とされる加賀藩の改作法u,）
も，この割地慣行の存在を前提として成立したも
のと理解し直すべきではなかろうか。
第３に，武家地処分に関するものである。
武家地処分は，壬申地券の交付作業の中で遂行
されている。そう言うより，それこそが｢市街地」
という地種を成立せしめ，地券を交付する起点の
１つだった，と言った方がより正確だろう。公議
所において，II1]地同様の売買自由化を，神田孝平
が田地，加藤弘之が武家地について，あたかも分
担するかのように提議している。壬申地券の交付
は，この両者の榊想をふまえ，まずIHT地と武家地
を「市街地」として一本化して地券を交付し，そ
れを田地へと拡大して，地lilliへの定率課税を実現
しようという政策意図の下に実施されている。
富山町での武家地処分をめぐる大蔵省と新川県
の遣り取りから，武家地処分の実相が垣間見える。
(四）地租改正の結果
かくして実施された旧新川県管轄下の射水・砺
波・婦負３郡における地租改正の結果（表５を参
照）は，地価の３パーセントの改正地租総額で，
前述したように，208,545円余の減租となってい
る。明治10年（1877）１月４日付の大政官布告第
一号で｢減租の詔」が発せられ，地租は地価の2.5
パーセントへと大||偏に引き下げられたから'1`)，｜｢}
新川県の改正地租総額の減租lllFiはさらに拡大した
ことは間違いない。この減租が地域経済に与えた
影響は少なくないものと思われる。
なお，この時点で未実施だった新川郡の郡村地
や市街地・林野を含む旧新川県管轄下の越中国全
域の改組結果は表６に示した通りである。
まとめにかえて
越中国の地租改正に関するここでの検討によっ
て明らかとなったことを確認しておこう。
第１に，壬申地券の交付に関わるものである。
明治５年（1872）１０月までにその交付を完了さ
せるという大蔵省の拙速方針には，七尾県は当初
から延期を願い出ていた。大蔵省も，その布達か
ら１ヶ月後には早くも，同県への回答指令でその
方針を是が非でも貫徹させようという姿勢は見ら
れなくなっている。
七尾県が延期上申の理由としたのは同県管内に
おける割地慣行の存在だったが，大蔵省は，同県
への回答指令の公表から５日後に,IHIした同省達の
に|]で，割地慣行がなされている地所での所持者の
特定を指示している。一見相互に無関係な９ケ条
を羅列した，この大蔵省達は，地券交付作業に関
連して全国から寄せられた各種の問い合わせをふ
まえ，一括してとられた法制化措置だったと考え
られる。こうした泥縄的な対応は，壬申地券の交
付が，全国各地の歴史的ないし社会的実情を十分
に把握した上で実施された政策ではなかったこと
を，はからずも物語っていよう。
新川県では，結局，壬申地券は市街地にのみ交
越中国の地jlill改正（２） 2３ 
これをはたして「査定」と言い得るか，はなはだ
疑問視せざるを得まい。
このように，地租改正にあたっても，実質的に
は人民の申告への九投げ方式がとられる結果とな
ったわけだが，もっとも，それ故にここでは「押
付反米」などの問題は生じ得べくもない。改租事
業に人民側がそれだけの規定力を作用させ得たか
らこそ，23.76パーセント余もの大ll1F1な減租結果
を獲得できたと言えよう。それもこれも，営農と
いう権力的操作にはすぐれてなじまない場に，割
地慣行が厳存すればこそであろう。
以上がここで開示し得たと思われる問題の大宗
だが，残された研究課題も少なくない。
壬申地券交付時に市街地として扱われた地所が，
地租改正時には郡村地の扱いになっている問題で
ある。越中国では，改租時に市街地として扱われ
たのは富111・高岡・魚津の31111で（表６を参照)，
氷見IHJなどは除外されている。どのような事情と
経緯でそうなったのか，ここでは宿題となる。
また，新Ill1iKや富山町，林野などの改租事業が
その後どのように進んでいったのか。これは，石
川県によって遂行されているので，同県の改租事
業全体を検討する一環として取り組まれる必要が
あろう。これもまた，ここでは後日の課題となっ
ている、
大蔵省は，低価払い下げの原則をあくまで堅持し，
その行き過ぎには一定の歯止めをかける一方，空
き地払い下げでの家禄奉還者優先の指示に見られ
るように，この原則によって公債の早期回収，授
産資金の実質的な現物支給化をはかろうとしてい
る。しかし，新川県は，武家地の大半を無償で払
い下げ，さらに高請地で富山町に編入されている
地所をも低価払い下げの対.象にするという，徹底
した士族優遇措置をとっている。これは，国家財
政と地域秩序との，いずれの安定的維持を政策的
に優先するか‘という「中央一地方」統治構造が
内在的に終始抱えている矛盾の，ここでの発現と，
取り敢えずは見ておきたい。
第４に，地租改正それ自体に関するものである。
新川県が７年（1874）７月以降に大蔵省へ上申
した伺では，地租改正法での明文規定に従って，
検査例第２則の小作地準拠方式がとられていた。
しかし，同年中に出された大蔵省の回答指令では，
同年５，６月頃になされた方針転換により，第１
則の自作地準拠方式への転換が指示されている。
ところが，改租実施にあたっての地租改正事務局
派遣官員の復命によれば,実際には改正地租を｢合
盛米」の倍額と見込んで査定する，という一種の
小作地準拠方式がとられ，同局もそれを追認して
いるのである。
そもそも，壬申地券交付の際は，割地慣行の存
在を理由に，人民の申告に詔わぱ九投げする方式
がとられていた。しかし，地租改正では，地租改
正法が明文規定する作業方針に従って，小作地に
準拠して収穫量と地価を査定し，それで人民の申
告を検査する，という突き合わせ方式に転換する
はずだった。これが大蔵省の指導で自作地準拠へ
の変更を余儀なくされたのだが，実際には前述し
たような仕儀となっている。「合盛米」には確か
に「万歩帳」という根拠資料があるが，それは，
割地を実施した際の村議定の結果，村民の内部了
解事項である。さすれば，たしかに個々の人民の
申告ではないが，村という人民集団の申告以外の
何者でもなく，実際の査定はこの申告を単に倍額
にしただけという．まことに大雑把なやり方で，
注
61）減租の予想との改租作業の方針転換については，
前掲拙著『[1本の近代的土地所有』，pp66-68を参
照。
62）交渉のため晴へ主張中の全権弁理大臣大久保利
通と，台湾蕃地事務局長官を兼任していた大蔵ﾘ１１１１
大隈重信は，「軍資金」について書簡を遣り取りし
て相談している。例えば，７年９月２日付の大隈
の大久保宛書簡（日本史籍協会編「大久保利通文
書」６，東京大学,''１版会，1983年〔初版は1928年l
pp85-87)，また同年10月11日付の大久保の大隈宛
書簡（同｣己，ppll3-ll4）を参照。
63）減租の予防策の１つに有税の民有地を拡大させ
ようとする方針があったことについては，前掲拙
著「日本の近代的土地所有｣，pp69-71を参照。
64）わが近１１tにおいて，「役」は，広くは「保護」
狭くは「恩給」への反対給付として概念されるも
のと見られる。主従関係の中で武士が負担するさ
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まざまな「課役」を後者に対偶するものと考え，
その関係の双務性を強調する研究傾向が近年目立
っている（笠谷和比古「主君「''１１込」の構造近
世大名と家臣lillj平凡社．1988年，また福田千鶴
「御家騒動大名家を揺るがした権力闘争」に'１公新
書・2005年を参照)。こうした動向にきっかけを与
えたのは，それまで「封建的土地所有」論の「地
代か租税か」といったパラダイムで議論されてき
た，百姓が負担する「年貢諸役」を，中世史研究
に導入された互Will論を援用して，前者に対偶する
ものの－種と見る立場の登場である（尾藤正英「徳
川時代の社会と政治思想の特質｣〔『思想｣第685号.
1981年，のち同「江戸時代とはなにか日本史上
の近世と近代』岩波書店・1992年再収〕を参照)。
近世の「役」の歴史的実体をどの範'１Nにまで広げ
るかの議論は，いずれにせよ，「役」の反対給付と
しての本質理解を強めこそすれ，それに修正を迫
るものではあるまい。
近代における「税」は，社会契約論の立場から
は，生得の権利を行使する行為の一種である国家
組成の一部として位置づけられる。その納付の「義
務」は，国家組成という個人間の契約行為の履行
という次元で発生する。納税は，権利の行使以外
の何者でもないが，その行使を約束しているとい
う意味で「義務」となる。社会契約論では，国家
の権力は究極においては個人へと還元されるもの
として構想されているから，国家と個人との間に
は双務的な関係は成立し得ない。したがって’’'111
人の権利の「保誰」の反対給付として，納税が「義
務」づけられているわけではない。社会有機体説
は，こうした国家一個人関係理解の根幹を転覆さ
せたわけだが，地租改正立法の時点ではその本格
的導入はなされてはいなかったし，大蔵省の立法
行為に影響を与え得るような理念としてはまだ実
存していなかった，と見る通説に従っておくのが
妥当だろう。むしろ，大蔵省は，後述するように，
社会契約論の思想的一源泉たる租税共議権の発想
に立っていたと見られる。
かかる歴史的文脈において「役」と「税」を理
解するとき，人民の負担実体をそのいずれの概念
の下に法制化しようとしているかは，税制改革と
それを推進する政府の歴史的位相を見定めようと
する者にとって，決して軽からぬ関心事となろう。
65）前掲拙著「地租改正と地方制度｣，p25およびpｐ
28-29を参照。
66）前掲拙著『日本の近代的土地所有｣，ppl54-l55
を参照。
67）前掲拙著「地租改正と地方制度｣，ｐ､25を参照。
68）工藤寛正編「国別藩と城下IITの事典」東京堂
出版・2004年，大垣藩はpp292-294，松本藩はｐｐ
267-269，高島蒜はp288をそれぞれ参照。
69）前掲丹羽『地租改正法の起源一ljMlﾘ]官僚の形
成一ｊを参照。
70）前掲拙著『日本の近代的土地所有｣，p62を参照。
71）拙著『立憲政体成立史の研究｣岩田書院，ｐｐ､167
-169を参照。
72）同上，ppl62-171を参照。
73）前掲拙著「地租改正と地方制度Ｉｐｐ,20-21を
参照。
74）前掲拙著「日本の近代的土地所有｣，p63を参照。
75）国税庁税務大学校租税資料室編「関義臣文書・
地租改正方法草案」同室，1993年を参照。
76）前掲1111箸「地租改正と地方ＩｌｉＩ度｣，pP21-22を
参照。
77）前掲杣署『日本の近代的土地所有」ｐｐ,64-64
を参照。
78）前掲毛利「明治六年政変の研究｣，同「1ﾘ]治六
年政変』を参照。
79）前掲;１１１１箸「立憲政体成立史の研究』，第２編第
３章「11)1治六年政変後の政体取調」を参照。
80）勝田政治「内務省と明治国家形成』吉川弘文
館，2002年を参照。
81）佐賀の乱については毛利敏彦「江藤新平急進
的改革者の悲劇ｊＦｌ１公新書・1987年・pp204-210，
またこれへの大久保利通の対処については勝田政
治「<政事家＞大久保利通近代日本の設計者」講
談社.2003年・ppl72-173を参照。
82）台湾出兵については毛利敏彦「台湾出兵大日
木帝国の開幕劇」中公新書・1996年，また北京談
判については清沢測『外政家としての大久保利通」
中公文庫・1993年を参照。
83）前掲拙著「E1本の近代的土地所有」ｐ､67を参照。
84）前掲拙著｢立憲政体成立史の研究｣，ppl67-l69
を参照。
85）稲田正次『明治憲法成立史」上巻，有斐閣，ｐｐ
229-247を参照。
86）前掲勝１１１｢内務省とlﾘ]治Llil家形成」Ⅱ第１章｢内
務行政の形成｣，また安藤哲「大久保利通と民業奨
励ｊ御茶の水書房・1999年・第１編第１章「大久
保勧業の成立」を参照。
87）滝島功「地租改正事務局の基礎的研究」（｢中央
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